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要約

国 名 :

案件名 :

担当故国:

タンザニア連合共和国

ムベヤ州キエラ平原農業国発計画

ムベヤ州阿発庁

1.事業の背景

本計画地区は､マラウイとの国境にあるニヤサ湖(マラウイ湖)の北岸に位置する低湿

地から成っている｡捻面積は約700k皿2である｡年降雨量が平均2,400皿m と多く､また､

気温も高いことから本地区では古くから天水による水稲作が行われており､タンザニアで

も有数の米作地育となっている｡しかし地区内を流下しニヤサ湖に注(･4河川は､雨期に

は毎年のように氾濫し農作物及び住宅､道路等の社会施設に多大な被害を与えている｡一

方､乾期にはかんがい施殻が不備なため作付は不可能な状況である｡ムベヤ州開発庁はこ

の様な現状に鑑み､･排水改良/洪水防止､.かんがい開発､農村インフラ整備等を含む稔合

的な農業農村開発を行い､食糧の増産､地区住民の生活水準及び環境の改善及び民生の安

定を回る必要に迫られている｡

本地区の開発はムベヤ州捻合開発計画の中でも緊急かつ優先度の高いものであり､この

ため1982年FA O専門家により洪水防御/排水改良を主体とした開発計画が概略検討され

た｡しかし､この検討は極めて表面的なものであり､具体的な計画発走には至っていない｡

ムベヤ州開発庁としては早急にフィジビリティ調査を行い､早期実施のための具体的な開

発計画を策定したい意向である｡

2.計画概要

計画地区の土壌は肥沃であり､また気候も温暖なことから年間を通じて水稲栽培に適し

ている｡しかし､かんがい施設が不備なため乾期には栽培不可能であり､また雨期には河

川洪水による湛水により減収をきたしている｡また､洪水による道路､家屋等の被害も甚

大なものとなっている｡本計画の目的は､この種な現状を改善し農業生産の増大及び安定

化を図ると共に､農民の生活水準向上及び民生の安定を目指すものである｡計画の概要は

下記の通りである｡



i)洪水防止及び排水改良: 地区内4河川に対する洪水防止墳の建設､河川改修及び上

流域における貯水池建設､及び低地に対する排水路の建設

ii)かんがい開発: 水田12,600haに対するかんがい施設(取水堰及び用水路)の建設

iii)精米所､倉庫等の収穫処理施設の建設

iv)上水道,電力供給施設､村落道等の農村インフラ整備

3.協力ヘの展望

i)フィジビリティ調査(地形図作成を含む)

ii)期間;約18ケ月
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国 名 =

案件名 :

担当横国:

タンザニア連合共和国

イリンガ州パワガ地区稔合農村開発計画

イリンガ州開発庁

1.事業の背景

イリンガ州の中部及び南部の高原地帯は降雨量が多く気候も温暖であるためタンザニア

でも有数の穀倉地帯となっている｡一方,州北部及び中部の低地は作物栽培に適した土壌

及び気候に恵まれてい早にも拘らず,降雨量が極端に少なく人工的なかんがいなしには農

業生産が困難な状況にある｡このため,主に農民自身の手により河川を水源とする多くの

かんがい施設が建設されてきたが,それらの施設は極めて原始的なものであり､かんがい

効率も轟いためかんがい農地は極めて限られた面積にとどまっている｡イリンガ州開発庁

は､低地での食塩不足の解消及び農民の生活水準の改善を行うと共に,州全域の均衡のと

れた発展を図るた.a,これらの既存かんがい施設の改修/拡充及び農村インフラの整備を

優先政策と して挙げている｡

本計画はこれらの優先計画の1つであり■,最も緊急かつ経済効果の高い計画である｡本

計画のフィジビT)ティ調査は1985年ヨ-ロツバ開発基金の援助を受けて実施されたが､こ

れにより策定された開発計画の対象は限定されたものとなっている｡このため,イリンガ

州開発庁は土地及び水資源の有効利用､食塩増産､及び農村生活環境の改尊の観点から､

より総合的な農業農村開発としてフィジビリティ調査及び詳細計画の策定を行い､同計画

の早期実施を図りたい意向である｡

2.計画概要

本計画地区はイリンガ州‾州都イリンガ市の北西約80k皿の小ルアハ川左岸に広がる俊平地

より成っており､総面積は約6,000ba である｡気候は高温乾燥性のものであり､年降雨量

は400m皿 内外と少ないため､天水農業も困難な状況にある｡このため地区農民はかんがい

施設を建設し､小ルアハ川の水を農地に導いている｡しかし､それらの施設は極めて原始

的かつ非効率なものであるため､農業生産は低迷しており､食糧自給を達成できない状況

にある｡本計画の目的は､この様な現状を改善し農業生産の増加､食糧自給の達成及び農

民の生活水準の向上を図ることである｡計画概要は下記の通りである｡
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i)かんがい開発: 小ルアハ川での放水堰の建設及び既存用水路の修雀/拡充を行い､

雨期6,000ba 及び乾期2,000ba に対するかんがい用水を確保する｡

ii)精米所､倉庫等の収穫後処理施設の建設

iii)上水道､電力供給施設､村落道等の農村インフラの整備｡電力供給のためには小ルア

ハ川中流域での小水力発電が考えられている｡

3.協力ヘの展望

i)フィジビリティ調査(地形図作成を含む)

ii)期間;約12ケ月
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国 名 :

秦件名 :

担当機園:

タンザニア連合共和国‾

キリマンジャロ邦ミワレニ地区農村開発計画

キT)マンジャロ州阿井庁

1.事業の背景

キリマンジャロ州開発庁は､ 1)ミワレニ地区の農業開発が1980年JICAの技術協力によ

り実施されたフィジビリティ調査により経済的､技術的に妥当であることが確霞されてい

ること､ 2)同地区の農業生産が干ばっ及び洪水により極めて不安定な状況にあること､

及び､ 3)同地区の利用可飽水の一群を既開発のラウ川地区に送ることにより農業生産を

飛躍的に増加させ得ること等の戟点よりi本計画の実施に高い優先性を与えている｡

本計画はローア･モシ農業開発計画の一部であり､この実施はキリマンジャロ州の経済

的発展に不可欠であるとともに､低地住民の民生安定に大きく貢献するものと期待されて

おり､キリマンジャロ州開発庁は本計画が日本政府の無‾償資金協力秦件として早急に実施

されることを切望している｡

2.計画概要

本計画地区は､キ1)マンジャロ州の州都モシ市南東約15kmのローア･モシ地域中央部に

位置している｡本地区ではかんがい施設が不備なため天水農業を余儀なくされており,農

業生産は極めて不安定な状況にあり､干ばっ時には深謝な食糧不足に陥っている｡また､

雨期にはラウ川よりの洪水により作物､農村インフラ等に多大な被害を受けている｡本計

画の目的は､この様な状況を改善し農業生産の増加及び安定化を行うと共に,農村の生活

環境の改良を図ることである｡計画概要は下記の通りである｡

かんがい面肯

かんがい用ポンプ場:

かんがい用水路

堺水蕗

農道

洪水防止場

末端施設

830 ba

40 皿3/分 X 2台

幹線 6.5 km､支線 6.2 k皿

幹線 0.8 km､支線 7.7 km

基幹 4.0 k皿､幹線 7.0 k皿､支線 21.0 k皿

墳高 0.8-2.5 m,延長 5.7 k皿

一式



飲雑用水施設 一式

倉庫/事務所 一式

3.協力ヘの展望

i)無償資金協力により実施

ii)総事業費; 1,200万USS相当

Vl



タンザニア・中小規模．農業農村開発計画

事前調査報告書

日　　次

位置図

要　約

1．

2．

3．

4．

5．

緒論

背景

2．　1

2．　2

2．　3

2．　4

国土と人口

社会経済

●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

農業の現状

国家開発計画

●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

ムベヤ州、　キエラ平原農業開発計画

3．1　事業の背景

3．　2　　計画地区の概況

3．　3　　開発構想

3．　4　　協力への展望

イリ　ンガ州、パワガ地区総合農村開発計画　　‥・‥‥‥‥‥‥‥・

4．　1

4．　2

4．　3

4．　4

事業の背景

計画地区の概況

開発構想

協力への展望

キリ　マンジャロ州、　ミ　ワ　レニ地区農村開発計画　　‥‥‥・・‥‥‥

5．1　事業の背景

5．　2　　計画地区の概況

5．　3　　開男‖詩想

5．　4　　協力への展望

頁

1

2

2

2

3

5

7

7

8

10

12

14

14

15

18

19

21

21

22

24

29



三

園－1　キエラ平原農業開発計画概要囲　……………………　30　′

囲－　2　　パワガ地区稔合農村開発計画概要国　………………‥　31

図－　3　　ミ　ワレニ地区農村開発計画概要図　…………………・　32

付属資料

1．キエラ平原農業開発計画F／Sの暫定T O R　　………………　A－1

2．パワガ地区捻合農村開発計画F／Sの暫定T O R　…………‥　A－7

3．嗣査団員略歴　　………………………………………・A－12

4．調査行程表　　…………………………………………　A－14

5．面会者リスト　…………………………‥∴…………　A－15

6．収集資料リスト　　……………………………………‥　A－17

7．現地写真集　…………………………………………　A－相



1.

港外農業開発コンサルタンツ協会は､タンザニア国のムベヤ州､イT)ンガ州及びキ1)マ

ンジャロ州における農業農村開発に関する現地調査及び資料収集のために､ 1989年 6月 2

日より 6月20日まで予備網査団を派遣した｡粛査団は下記の2名より構成されている.

団長/かんがい計画:

農村押発計画

遠矢 勇作

江頭 信一

日本工営(樵)

日本工営(樵)

訴査団は,タンザニア国農業畜産開発省の依頼によI)､下記3ケ所の計画地区を碑査し

た｡

1)ムベヤ州､キエラ平原農業開発計画

2)イ])ンガ州,パワガ地区捻合農村開発計画

3)キリマンジャロ州､ミワレニ地区農村開発計画

調査団は､上記開発地区の現地調査を行い､農業畜産開発省､ムベヤ州阿発庁､イリン

ガ州開発庁､キl)マンジャロ州阿発庁及びその他の関係省庁と討議を重ね､これらを通じ

て計画に関する各種資料及び情報を入手した｡本報告書は､上記の計画に関する現地騰査

及び討蔑の結果をとリまとめたものである｡

なお､訴査団は本調査を遂行するにあたt)､大統領府計画垂鼻会.1農業畜産開発者､イ

I)ンガ州開発庁､ムベ.ヤ州開発庁､キT)寸ンジャロ州開発庁及び日本犬便鎗､ JICAタンザ

ニア事務所より多大な協力を頂いた｡これらの横国に対し深甚の配意を表する｡

-1-



2.

2. 1 国土と人口

(1) 国土

タンザニア連合共和国比アフリカ大陸中央部のインド洋に画する南緯1度から11度45分､

東経之9直之1分から40皮25分の陶.に位置し､ケニヤ･ウガンダ･ルワンダ･ブルンジ･ザイ

ール･ザンビア･マラウイ･モザンビークの8カ国に国境を接す_る｡国土面穣は 94.5万k

皿2で,もとタンガニーカと呼ばれたタンザチア本土とザンジバル鳥､ペンバ鳥､マフィア

島などのインド洋の島々から成り､海岸地帯を除くと国土の旺とんどが壕高300n以上の高

地である｡南北にリフト･バレー(大地溝帯)が走り､タンガニーカ湖､マラウイ潮など

の樹が多数形成されており､アフリカ大陸最高峰のキリマンジャロ山を有する｡

気候は熱帯に属するが地域によってまちまちで､海岸地帯､中央台地､高度地帯に大別

される｡概ぬ11月から 5月が雨期で 6月から10月が弟期であるが､番所によっては11月に

小雨期, 4-5月に大雨期となる｡代表的都市の気象諸元は以下の通りである｡

都市名 年平均
降水量

par es Salaam

Dodona

Arusba

(℃)

32.2(Mar)

31.7(Ⅳov)

28.2(Fob)

(℃)

28.7(Jul)

26.6(JⅦ1)

21.5(Jul)

(℃) (AA)

30.5 1.134

28.9 566

25.2 927

(2) 人口

1988年人口センサスによると､捻人口は約 23百万人で､ 1978-1988の年平均人口増加率

旺2.8Ⅹと高い増加率を示しておI)､ 1戸当リの平均家族数は 5.2人となっている｡

2. 2 社会鐘済

タンザニアは1967年の rアルーシヤ-宣言Jにより社会主義化の道を歩んできたが､ 80年

-2-



代半ば頃に社会主義路線の後退,代わって自由化路線との混合鐘済の推進という政兼変更

が行われた｡しかし､ 1987年のG D P実質成長率は4% (推定)と上向いてきているが､ 19

86年におけ■る国民一人当りのGN Pは 240ドルと依然低いレベルにあり､ L L DCの一国

に数えられている｡

1981 1982 1983 1984 1985 1986

GN P (首万ドル) 5⊥260 5,100 4,390 5,450 6,150 5,370

国民一人当りのGN Pノ(ドル) 280 270 240 290 280 240

G D P実質成長率(Ⅹ) 3.6 3.2 1.2 3.2 2.3 3.1

出典: r経済協力の現状と問題点+通商産業省

rAfrica, South of the Sahara 1989+ EUROPA,UK

タンザニアの輸出入額は1986年実放で輸出114億T.Shsに対し翰入343億T.Shs.と輸入超過

となっている｡主要輸出品目は､弟1位がコーヒー(輸出捻額の31%)で,以下､鵜､カシ

ューナッツ､紅茶､タバコ､ダイヤモンド､サイサル麻となっておI)一次産品が中心であ

る｡主要輸入品日は､第1位が輸送機(輸入総額の16% )で,以下､化学袈晶､鉄鋼･非

鉄金属及びその製品となっている｡

労働人口構成をみると､ 1980年I L O評価によると全就業者数の86% が農業従事者で､

エ業4%､サービス業10Ⅹ となっている｡これら輸出品日､労働人口をみるとタンザニアは

農業立国といえるだろう｡

2. 3 農業の現状

(1) 農 業

国土面穣 94.5方k皿2のうち農用地として開発されているのは僅か7%の6.2万km2で､ 39.5

万km21あると音われる開発可能地の16% にすぎない｡しかし農業部門の国家経済に占める

割合は大きく､ GD Pではその約 45% (1984年)が農林業部門から産出され､労働人口の

90芳 近くが農業従事者であり､輸出総額の釣75% がコーヒー･鵜花･タバコ･紅茶･カシ

ューナッツ等の農産品である｡

輸出作物は､主として小数の大規模エステート及び国有農場で生産されており,食用作

物は小規模零細な自給農家によって生産されている｡主要農産物の栽培面積及び生産高を

示すと下表の通りである｡
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主要農産物の栽培面積と生産高

1979-81

作物 栽培面積 生産高

(10コba) (10きton)

1986 1987

栽培面積 生産高 栽培面積 生産高

(103ha) (10∋ton) (103ba) (10ュton)

トウモロコシ

水稲

小麦

キャッサバ

ミ レット

コーヒー

紅茶

カシューナッツ

綿花

サイザル

タバコ

1,350 1,642

267 400

57 79

450 5,592

450 355

109 56

18 17

54

53

111 80

27 17

1,905 2,210

316 547

41 72

450 5,500

332 273

110

18

63

28

55

19

21

46

25

17

1,948 2,359

336 571

36 72

450 5,500

383 297

110

19

63

29

51

19

20

50

22

18

出典: rFAO Production Year Book, 1987+

(2)

強敵の現状を見ると､いまだ農用地 620万haの内､約12.7万haしか韓耽されていない｡

即ち､放とんどの農地においては天候に大きく左右される伝統的天水農業が行われている
f

ことになる｡

潅耽の現状

A.伝統的/l､規模掩蔽

キリマンジャロ州

ムベヤ州

アルーシヤ州

ルプマ州

その他

-4-

ba

38,390

17,500

15,347

14,580

20,377



小 計 106,194

B.大規模(政府所有)

モロゴロ州 9,622

キリマンジャロ州 6,710

ムベヤ州 3,240

コースト州 800

小 計 20,372

C.大規模(私有) 700

合 計皿L

出典: rTANZANIA National Food StrategyJ 1984

2. 4 国家河発計画

L タンザニア国は1961年の独立以来､_現在に至るまで6つの国家開発計画を発表してきた｡

一

男1次3か年計画(1961-1g64年)

一 茶1次5か年計画(1964-1g69年)

一 発2次5か年計画 くIg69-1974年)

-

弟3次5か年計画(1976-1981年)

一 発4次5か年計画(1981-1986年)

一

発5次5か年計画(1988/89-1992/93年)

1970年代までの国家開発計画の基本目標は､ ``ァルーシヤ宜音''に盛られた諸原則に依

拠しつつ､エ美化の推進と農業生産の拡大を重点課屠に､計画期間中のGD P実質成長率

を6芳以上とするものであった｡しかし､政府開発資金の不足､慢性的な外貨不足に起因す

る生産資機材の供給不足及び社会インフラストラクチャーの不十分さ等により,第1次か

ら第3次までの各5か年計画のGD P実質成長率は､それぞれ5%, 4+8Ⅹ及び0.4%といずれ

も計画を下回るものであった｡

1970年代未より急速な経済の悪化に見舞われたタンザニア政府は､第4次5か年計画を

棚上げにし､ 1981年に国家藻済救済計画(National Econonic Survival PrograJA; ⅣESP)

を発走し,さらに1982年には構造調整3か-年計画( Structual AdJ'ustment Program; SAP)

を発表した｡ SAPの主要日額は､ (1)生産,特に農業生産を向上させ､ (2)財政赤
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字の縮小を図るとともに貨幣の供給を制限し､ (3)輸出を促進し､ (4)所得配分の平

等化を図ることに置かれていたが､成功したとは青い難い状況にあ`る｡

1986年にはIMFと 4,500万ドルのスタンド･バイ･クレジットに関する協定が結ばれ､

これに呼応して.同年に耗済復興3か年計画(Economic Recovery Programme; ERP)がスタ

ートした｡
E 氏 Pは年率4.5%のG D P成長率の達成を日額とし､ (1)農業生産の増大に

よる食粗自給の達成､ (2)輸出促進による外貨の獲得､ (3)主要な社会インフラスト

ラクチャーの復田､ (4)既存工場の稼働率の向上､ (5)国家財政に‾おける収支バラン

スの回寮を目的として掲げている｡

現在は第5次5か年計画(1988/89-1992/93年)が実施に移されておリ, E R Pに掲げ

られている目的を受けた形で日壕が設定されている｡主要目標としては,農業セクター､

エ業セクター及び通信･交通セクターに力点を置いており､ (I)食撮作物及び商品作物

の増産を図り､ (2)既存エ巷の生産性を向上させ､ (3)道路や鉄道といったインフラ

ストラクチャーを復旧させることとしている｡

このなかでも特に農業セクターが重視されておリ､捻開発資金 2,943億シリングの内の

16X(472億シリング)を占めている｡生産増大の方策としては､農民に対する普及サービ

スの提供､農業研究の強化､農業技術者の育成､農牧具や良質種子等の農業投入財の供給

の増大を図る披か､潅混プロジェクトの推進し､食糧倉庫の充実を図ることとしている｡
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3. ムベヤ州､キエラ平原農業開発計画

3. 1 事業の曹長

ム_づヤ州はタンザニア西南部の南部高原地帯(Southern Highlands)に位置している｡

同州は帝都においてマラウイ及びザンビアとの国境に接しており,西部においてはルタワ

州と､北部においてはタボラ州及びシンギダ州と､また､東部ではイリンガ州と州境を接

している｡総面積は60,040kn2 であI)､チュンヤ(Chtlnya),イレジェ(IleJ'e) ,ムベ

ヤ(Mbeya Rural )
､ムポジ(Mboji

)
､ルンダニ(Rungwe)及びキニラ(kyela

)の6

県から成っている｡州都はムベヤ市である｡

ムベヤ州のほとんどは地溝帯(the Rift Valley)にあり､起伏に富んだ地形を呈して

いる｡標高は南部ニヤサ潮(Lake Nyasa)の475mから中央部ルングェ山(Rungve Peak )

の2,980mと大きく変化している.気候は主に熱帯性気候であるが､地形の変化に影響され､

地域毎に変化している｡一般に大きく雨期と乾期に明確に分かれており､雨期は1 1月よ

り 5月まで､また残I)が乾期となっているが､場所によってはこの乾期中に/)t雨期が見ら

れる所もあ′る｡年平均降雨量は北西部のルクア湖(Lake Lukwa)付近で650皿m と少ないが,

南部のキエラ地区で2,200mm､中部の高地では2,600mm と極めて大きい償となっている｡

農業はムベヤ州の最も重要な産業である｡同州の可耕地は釣600,000ha と見凍られてお

り､その内多降雨地区の約400,000ba についてのみ実際に農耕地として利用されている｡

1979年の作物別耕作面積は概略､トウモロコシ;140,000ha以上､コーヒー; 39,000ha､豆

類; 40,000ha､バナナ;.25,000ha,水稲; 30.000haとなっている｡一方､畜産も同州の重

要な産業の一つであリ､約500,000ba が放牧地として利用されている｡ 1981年現在約104万

頭の牛が虎育されていると推定されている｡ 1988年のセンサスによるとムベヤ州の捻人口
l

は1,476,200 人であり,人口増加率は年率約3.1%と見積られている｡総人口の約93実 は農

村に居住しており､直接または間接的に農業に従事している｡

ムベヤ州当局は1985年F AOの援助によリ州捻合開発計画(RIDEP )を発走し､同州の

耗湊開発を推進している｡特に､同州の主要産業である農業セクターの開発に重点を置い

ており､優先開発地域として下記の5地域を選定し､捻合的な農業農村開発を実施するこ

とと している｡

-

ムポジ東地域(Mbo2ii East)
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ー ムベヤ中央地域(Mbeya Central)

-

イレジェ甫及びルングェ西地域(Ileje South and RtlngWe West)

-

ルングェ甫及びキエラ北地域(Rungve South and Eyela North)

- キエラ甫地域(Eyela South)

キエラ平原農業開発計画は､上記使先開発地域の1つであるキエラ甫地域に位置してい

る｡同地域は莫大な農業開発ポテンシャルに恵まれており,タンザニア有数の水稀生産地

帯である一方､雨期には毎年洪水による被害を受けており､地域住民の民生の安定と農産

物の安定的増産を主目的とする本計画の実施が強く望まれている｡

3. 2 計画地区の概況

(1)位置及び地形

計画地区は､州都ムベヤの南東約100km のキエラ県に位置しており､東部はニヤサ湖に

よリ､北部及び西部は山岳地､甫部はマラウイとの国境により囲まれている｡計画地区は

西から東方向ヘ極めて凄やかに償斜しているものの､概ね平盟な地形を呈している｡冶面

積は約700kn芦であI)､礎高はニヤサ湖沿岸のEL.475n よリ山鳥他のEL.520札 まで変化して

いる｡ 1988年のセンサスによるとキエラ県の冶人口は135,645 人である｡

(2)気象

計画地区の気候は高温､多湿を特徴とする熱帯性気候であリ､大略雨期と乾期に区分さ

れる｡年間雨量はキエラ病院での栽軸によると平均2,392皿m であり､その内87Ⅹ は雨期(

12月- 6月)に生じている｡気温は年平均300c程度であリ,季節による変動は少ない｡日

蒸発量は 8月の2.7皿m/日から 4月の6.7n皿/日と変化しておリ､年蒸発量は1,516TRm となっ

ている｡

(3)水文

計画地区を流れる主要河川は､ソングェ河(Songve)､キウラ河(Ki甘r‾a)､ムバカ河

(Mbaka )及びルフィ7)オ河(Ltlfilio )の4河川である｡ 4河川とも北部山岳地に源を

発しニヤサ潮に注いでいる｡なお､ソングェ河は隣国マラウイとの国境となっている｡こ

れら4河川の捻集水面積は約5,800k血2であり､年間捻流出量は釣46億皿3と見境られている｡
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ソングェ河を除く 3河川の流況を示すと下記の通りである｡

キウラ河

流域面積(k皿2)

流域平均暗(km)

流域延長(km)

月平均最大流量(m3/see)

月平均最小流量(皿∋/see)

l,660

35

100

200

25

ムバカ河

645

15

55

72

7

ルフィリオ河

1,294

25

60

110

25

ソングェ河は国際河川でもあり､詳細なデータは未入手である｡これら河川の流域は急

峻な山岳地より成っておリ､従って洪水の流出は短時間に集中している｡

これら4河川は､その洪水主に比し涜下能力は小さく､このため毎年雨期には計画地区

の低位部は湛水されている.さらに､ニヤサ湖沿岸では湖水位の変動の影響を受けており､

排水状況は惑い｡ニヤサ潮の水位は､マラウイ倒での親軸によると1870年より1910年代ま

で低下傾向があったが､その後は上昇を続けておリ､ 1980年現在EL.475皿 前後となってい

る｡これは湖の流域内の降雨量が増加しているためである｡ 1939年-1979年の平均湖水位

上昇率は釣18n皿/年であI),その傾向が今後とも続くならば2010年にはEL.475.5皿程にJな

ると予想される｡

(4)地質及び土壌

ムベヤ州の地質及び土壌は地域によって大きく変化している｡基岩は主に片麻岩及び花

尉岩から成っており､この上を火山性のアルカリ質玄武岩が覆っている｡本計画が位置す

るキエラ地区では､基岩は石灰岩質の堆積岩から成っている｡また､同地区の土壌は沖積

土壌であり､土佐は砂質ロームから粘土と変化している｡

(5)道路及び鉄道

ムベヤ州はタンザム(TAⅣZAM)道路及びタザラ(TAZARA)鉄道により首都ダルエスサラ

ームと結ばれている｡これらの道路及び鉄道はタンザニアの基幹輸送路の一つであり､ム

ベヤ州を含む甫部高原地域の物資搬出入のみならず隣国ザンビアヘの輸出入路となってい

る｡計画地区はタンザム道路より分岐しトウクユ(Tl止uyu)を経由しキエラに至る舗装道

路により州都ムベヤと結ばれている‾｡
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く6)農業現況

計画地区の気候は雨も多く気温も高いため､各種の熱帯･亜熱帯作物の生育に適してい

る｡地区内の高台地ではメイズ､ココア､バナナ等が栽培されており､低地の大部分では

水稀の1期作が行われている｡本地区はタンザニアでも有数な米作地帯であf)､約18,000

baの水田が存在するが､前記4河川の洪水の影響もあり､実際に作付されているのは10,0

00-15,000haである｡特に洪水規模が大きかった1989年の作付美凍は5,000-7,000haのみ

であった｡

本地区の水桶作はほとんど小規模農家によるものである｡一般には12月- 1月に播種し､

5月- 6月に収穫するバターンとなっている｡品種はローカル種であり､改良品種ははと

んど使用されていない｡附き放I)御重によると単位収量は1.5-2.0トt//ha とのことである｡

3. 3 開発構想

(1)開発の目的

計画地区の土齢ま肥沃であt)且つ水稲栽培に適している｡また､気温からみて年間を通

じて栽培に適している｡しかし､乾期はかんがい用水が利用できないため栽培不可能とな

つており､また雨期には洪水により作物の減収をきたしているのみならず,地区内の道路､

家屋等に甚大な被害を受けている｡本計画の目的は､この様な現状を改善し､安定的な農

業生産を目指すとともに､農民の生活水準の向上及び民生の安定を回ることである｡具体

的な目的は下記の通りである｡

l

一洪水の防止または防御を行い､雨期の農業生産を安定化すると共に作付面積の増大

を図ること｡

-

かんがい施設を建設することにより､乾期の作付を可能ならしめ､農業生産の飛躍

的増大を図ること｡

- 収穫後処理施設の整備を行い､農業生産物の損失を減少させると共に､質の向上を

図ること｡

- 農村道路､給水施設等の社会インフラの整備を行い､農民の生活環境の改善を図る

と共に,耗済活動の活性化を図ること｡

-上記のことを行うことにより農民の生活水準の向上及び民生の安定を図ること｡
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(2)開発の内容

1982年の FAOコンサルタントによる概略検討によると､本計画地区の純開発面故は合計

12,600haであり､河川により下記の4つのゾーンに区分される｡

ゾーン1

ゾーン2

ゾーン3

ゾーン4

ソングェ河-キウラ河

キウラ河-ムバカ河

ムバカ河-ルフィ ロ河

ルフィ ロ河東部

合計

4,300 ba

3,800 ha

3,400 ha

I,100 ba

12,600 ha

この地区の開発にあたっては,先ず河川からの洪水の防止を行うことが大前提となろう｡

何故ならば､洪水が生じる状態では如何なる開発も有効に機能し希ないからである｡一方,

洪水防止には多大の費用を要するにも拘らず､現在の地区内が未開発なため便益は少なく

投資効率は悪い｡従って､洪水防止後の利点を生かしたかんがい開発等を加味した捻合的

な開発を目指すべきであろう｡考慮されるべきインフラ開発の概賓を述べると下書己の通り

である｡

洪水防止及び排水改良: 洪水防止の方策としては､ 1) 4河川の流下能力を増加さ

せるための河川改修及び洪水防止墳の建設､ 2)ピーク洪水皇軽減のための貯水池の

建設､または､ 3)上書己2方式の組合せが考えられる｡河川改修及び洪水防止墳の規

模決定に当たっては､洪水量のみならずニヤサ湖水位変動を十分考慮する必要があろ

う｡貯水池の建設については､投資額に比し洪水防止便益が/J､さいことが予落される

ので,かんがい､発電等･をも考慮して検討する必要がある｡地形上貯水用ダム建設に

適するサイトとしては､キウラ河ではキエラの西15k皿ウサレ(Usale )村付近､また

ソングェ河ではキエラの西12k皿のカスムル(Kasumulu)地区が有望であろう｡.河川の

洪水防止対策を講じても地区内の降雨量は大きいため､排水路網の藍億旺不可欠であ

る｡

かんがい開発: 計画地区の気候及び土壌は水稲作に適しており､乾期にかんがいを

行えば2期作が可能となる｡地区内の4河川は(3)水文で述べたように合計57皿3/s

の渇水皇を有しており､これは12,600haの水田をかんがいするに十分な量であり問題

はない｡河川よりの取水は地形上取水堰を設置することにより重力で可能であろう｡
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河川水量及びかんがい地区の分布より､ tJ-,_-ン1及び2 (8,100ha)についてはキウ

ラ河より､また､ゾーン3及び4 (5,500ha)についてはルフィリオ河より取水する

こととなろう｡ (添付の計画概要図参照)

収穫後処理鹿設: 洪水防御､排水改良およぴかんがい開発により雨期水稲作の安定

的生産が可能になるとともに乾期作の新規導入が行われることとなリ､米の生産は大

将に増加する./この増大した米の処理を行うには既存の施設では畳､質共に不足する

のは明かであリ､本計画の下で精米施設､倉庫等の収穫後処理施設及び流通施設を建

設する必要がある｡また､倉庫については肥料､農薬等の農業資材の保管にも使用し､

必要時期に農業資材が不足しないよう軽慮する感要がある｡

農村インフラ: 農村道路､給水施設,配電施設等の農村インフラの亜備を行い､地

域住民の鐘済活動の活性化及び生活水準の向上を図る必要がある｡かんがい地区内の

道路は農道網として整備されるので､農村道路としては村落閉または村落と基幹国道

間に重点をおいて整備し,農産物の搬出及び農業資材の搬入を容易にすると共に､

般社会道と しても使用されるものとする｡給水施設は､村落が地区全域にわたって散

らばっているので,各村落に独立したものになろう｡配電施設は､約50km北方に位置

するトウクユまでの既存送電線を延長するか､または地区近隣にて小水力発電を行う

ことにより整備される｡

営農計画としては､‾高台他の一部では現在同様､果樹,畑作物が栽培されるが､地区の

大部分を占める低地においては水稲二期作が導入されるものとする｡改良品種の導入､肥

料､農薬等の使用により単位収量は大幅に増加するものと期待される｡概算で蛙現在の年

生産量約15,000t.Jが,計画実施後は100,000トン と約7倍程度になると堆定される｡

3. 4 協力ヘの展望

キエラ平原は､雨量が豊富であり､かつ土壌､気温等も作物栽培に極めて適しており,

大きな農業開発ポテンシャルを有している｡同平原では古くから天水による水稲作が行わ

れており､タンザニアでも有数の米作地帯となっている｡しかし､平原一帯は毎年雨期に

洪水による被害を受けると共に､乾期にはかんがい施設が不備なため作付不可能となって

いる｡ムベヤ州開発庁は,この様な現状に鑑み､洪水防止,かんがい開発､農村インフラ

整備等を含む本地区の抱合的な農業農村開発を行い､食桂の増産､地域住民の生活環境の

改善及び民生の安定を図る必要に迫られている｡
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キエラ平原の開発はムベヤ州総合開発計画の中でも累急かつ優先度の高いものであり､

1982年には FAO専門家により洪水防止を主体とした開発計画が概略検討されている｡しか

し,この検討はl/50,000地形図に基づく極めて表面的なものであり､具体的な計画策定に

は至っていない｡ムベヤ州開発庁としては早急にフィジビリティ粥査を行い､早期実施の

ための具体的な開発計画を策定したい意向であり,この分野における日本政府の技術協力

を切望している｡
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4. イリンガ州､パワガ地区総合点村開発計画

4. 1 事業の背丑

イリンガ州は首都ダルエスサラームの南西約500k皿 に位置しており､宮部高原地帯の北

部約56,000km2 の面穣を占めている｡同州は､甫部はルプマ州､東部はモロゴロ州､北部

はドドマ及びシンギダ州､また西部ではムベヤ州とそれぞれ州境を接している｡イリンガ

州は行政上､イリンガ(Iringa)
,イT)ンガ農村部(Iringa

Rural)
､ムフィンディ(Mu

findi )
,ンジョンベ(Ⅳjonbe) ,ルデワ(Ludewa)及びマケテ(Makete)の6県から成

つており､州都はイリンガに置かれている｡ 1988年のセンサスによるとイT)ンガ州の捻人

口は1,209,000 人であり､ 1978-88 年の10年間の平均人口増加率は2.7笈/年である｡

イリンガ州は主に凄やかに起伏する丘陵地から成っており､標高は特技500mより3,000m

と大きく変化している｡気候は一般に標高及び位置によって変化している｡年間の気象は

大きく 2つに区分される｡ 1 1月から4月までは主に北東モンスーンの影響を受けて多雨

となる｡特に3月から4月未頃までは強雨となる. 6月から1 0月までは南東モンスーン

により南アフリカ方面から冷涼乾燥風がもたらされ乾期となる｡年雨量は標高により大き

く変化している｡最も乾盛する地域は､州の北部で標高が500m前後の地域であり､平均年

降雨量は550皿m 程度と極めて少ない｡気温は州北部の低地で高く､甫部の高地では低く､

額高l,800n以上の所においては7月-8月に降霜を見ることがある｡

イリンガ州の最も重要な産業は他州と同様農業である｡同州はルプマ､ムベヤ､ルクワ

州と並んで他州に対し農産物を移出する能力がある数少ない州の一つである｡なかでもト

ウモロコシ､小麦等の穀類と換金作物である茶､タバコ,除虫菊等の生産が大きい｡これ

らの作物は気候が冷涼で降雨量の多い州中部及び南部高地で天水により栽培されている｡一

1984/85年度におけるイリンガ州甲トウモロコシ生産は575,000トンで全国生産量の約28%

を占めている｡同じく小麦は15,000トンで18%､茶は7,600トン で42%､また除虫菊は1,000

トンで63% とその全国生産に占める割合は大きい｡

一方､州北部及び中部の低地は降雨量が少ないため､作物栽培に適した土壌及び温暖な

気候に嵩まれでいるにもかかわらず､かんがい無しには作物生産が困難串状況にある｡こ

のため主に農民自身により河川を水源とする多くのかんがい施設が建設されたが､それら

の地殻は極めて庶始的なものであり､かんがい効率も低いためかんがい面積は限られたも

のとなっている｡イリンガ州開発庁は､州全域の均衡の取れた発展を図ると共に,低地で
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の食塩不足の解消及び民生の安定を図るため､∴これらの既存かんがい施設の改修､改良､

拡充及び農村インフラの整備を優先政策として挙げている｡

パワガ地区捻合農村開発計画はこれらの優先プロジェクトの一つであり､最も東急且つ

経済効果の高いものである｡イリンガ州開発庁はその緊急性に鑑み, 1985年に本計画のフ

ィジビ])ティ静査をヨーロッパ開発基金(European Developnent Ftlnd )の援助を得て実

施した｡しかし､同フィジビリティ調査は限定されたものであったため､イリンガ州開発

庁は土地及び水資源の有効利用､食糧増産及び農村生活環境の改善の親点より,より捻合

的な農業農村開発として再度計画策定を行い､同計画の早期実施_を図ることとしている｡

4. 2 計画地区の概況

(1)位置及び地形

計画地区は､州都イリンガの北西約80knのイリンガ県内に位置しておリ､東部は小ルア

ハ河(Little Ruaha)によI),北部は大ルアハ河(Great Ruaha )によI)､また西部は丘

陵地により囲まれた三角形の形状を呈している｡同地区は')､ルアハ河によI)形成された扇

状地であI)､なだらかに青から北ヘ傾斜している｡地区の捻面積は約100k皿2であI)､横高

は北部の700mより甫部の740mと変化している｡

計画地区内に昧キマンデ(Kimande )
,イトウヌンドゥ(Itunundu) ､イセレ(Isele)

キサンガ(Eisanga )及びムポリポリ(Mboliboli )の5つの村落があI), 1988年のセン

サスによると､この5ケ村の捻人口は11,550人である｡

(2)気象

計画地区はタンザニアで最も乾燥した気候を有している地区の一つである｡気候吐1 1

月から4月までの雨期と5月から1 0月までの乾期に分かれており､降雨のほと.んどは雨

期に生じている.地区南部に位置するキマンデ村における親謝によると､ 1943年より1965

年までの22年間の年平均降雨量は385m皿 と極めて少ない｡月平均気温は7月の23.9oCより

1 1月の30.lOCの問で変化しており､年平均値は26.7oCである｡相対温度は5月から9/月

の乾期は50Ⅹ 程度であるが､雨期には約70% に上昇する｡日蒸発量は地区北東釣80k皿に位

置するムテラ(桝tera )での親潮によると, 2月の6.5皿皿 から1 0月の12.8mmと変化して

おリ､年蒸発量は3,230爪m と極めて大きい｡
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(3)永文

本計画のかんがい用水蘇は計画地区東部を南北に流れる小ルアハ河である｡岡河はイリ

ンガ州中部のサオヒル.(Sao Hill)に源を発し､州都イリンガ付近を通過し､計画地区東

部を経て大ルアハ河に合流している｡流域面積は合流点で約5,500km2である｡マワンデ(

凹awande)卸水所での記魚によると､小ルアハ河の月平均流量は7皿3/sよI)447R3/sまで変化

しており､年流出量は釣710MCM である｡月別平均流量は下記の通りである｡

Jam. Feb. 出ar.

33 34 43

APT. May

44 29

Jun. Jul. Aug. Sep.

19 15 12 9

(皿3/see)

Oct. Ⅳov. Dec.

8 7 17

洪水主については実際の親潮値は無いが､ 1985年に行われたフィジビT)ティ調査時の分

析では1 0年確率洪水皇は250m3/s､ 50年確率で400n3/s となっている｡洪水により湛

水されるのは小ルアハ河沿いの噂l-2kn の地区である｡

(4)土壌

計画地区の土壌は新沖積土壌であリ､土性は粘土より砂質土まで大きく変化している｡

港土は主に低平地に分布しておI),砂質土は河川の自然墳･t=帯状に分布している｡一億平地

から自然墳にいたる中間地区は粘性土よI)砂質土まで大きく変化している｡

一般に低平地の土壌は肥沃度が高く農耕に適しており､現在主に水稲栽培が行われてい

る.自恭埴土墳は肥沃度は低くまた透水性が高い｡従って現在果樹,野菜等が栽培されて

いる一部を除いては農耕には適していないと考えられる｡中間地帝は土俄により水箱栽培

に,または仰作に適している｡ 1985年に行われた土壌調査及び土地分故によると､調査地

区6,000ha の内2,860ha は水稲栽培に､ 1,500ha lま畑作物栽培に適していると推定されて

いる.

(5)既存インフラ

‾計画地区と州都イリンガは延長釣80k皿の無舗装道路で結ばれている｡同道路は乾期には

良い状態にあリ通行に問題はないが､雨期には-部で通行困難となる｡地区内には計画さ
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れた道路､橋等が無いため雨期の自動車による通行は不可能である｡

地区内には電力供給施設､上水道施設ともに存在していない｡また､井戸もないため住

民は生活用水として河川または水路の水を使用している｡地区内には公立療院は1ケ所あ

る他,隣接する刑拝所及びキリスト教系ミッションが診療所を有している｡

(6)既存かんがい施設

計画地区には農民自身によって建設されたかんがい水路網がある｡地区甫部には小ルア

ハ河から放水している導水路と導水路より分岐する5本の幹線水路及び無数の支線水路が

あり､北部では2ケ所の放水施設とこれに関連する水路が建設されている｡これらのかん

がい施琴はいずれも極めて原始.的なものであり､かんがい効率も極めて低い｡また､小ル

アハ河よりの取水も施設が不完全串ため困難な状況であり､従ってかんがい面積も極めて

限られている｡

(7)農業現況

計画地区で栽培されている主な作物は､水稲､メイズ､ソルガム､キヤサバ等である｡

ほとんどの作物は雨期のみの単作である｡農民は一般にかんがい用水が十分な所では水稲

を健先して作付しているが､用水不足の場合は水稲の代わりにメイズを作付しでいる｡ソ

ルガムは非かんがい地においても天水を利用して栽培されている｡果樹､野菜等も栽培さ

れているが､その作付は小面積に限られている｡ Ig83年及び1984年の平均作付面積は合計

で1,830ha であり､その内水積が690ha(38Ⅹ)､メイズが650ha(36%)となっている｡農作業

は手作業を主体とする伝統的なものであり,トラクター及び畜力利用はほとんど行われて

いない｡肥料､農薬とも実質的には一切使用されていない状況である｡
一

この様な原始的な農法のため各作物の単位収量も極めて低く,水稀でl.1トン/ha､メイズ

o.5トン/ha､Lソルガム0.13■トン/ha程度である｡各作物の平均年生産量は米760トン､メイズ320

トン､ソルガム30トン､イモ640トン 及びその他350トン と見積られており､これは計画地区内需

要の釣65% を満たすに過ぎない量である｡
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4. 3 開発者想

(1)開発の目的

本計画地区はタンザニアでも最も乾燥した地帯に属しており､かんがいなしでは円滑な

農業生産は不可能な状況にある｡本地区では古くから農民自身の手によりかんがい施設が

建設されていたが､それらの施設は極めて原始的なものであり､かんがい効率も極めて低

いためかんがい面積は限定されている｡このため農業生産は低迷しており,地区内での食

塩自給をも達成できない状況にある｡本計画の目的は､ 1)これらの既存かんがい施設の

修復､改良及び拡充を行い農業生産の増大及び安定化を図ること､ 2)農村インフラの整

備を行い住民の生活環境の改善を図ること､ 3)地区の食塩自革達成及び余剰農産物の移

出により農民の生活水準の向上を図ること､及び, 4)他の乾燥地域の開発にモデルとし

て貢献することである｡

(2)開発の内容

パワガ地区の師弟は､既存施設の修復及び拡充によるかんがい開発が前提であり､それ

に経済活動の活性化､農民の生活水準向上のための農村インフラ整備を加味したものとな

る｡開発計画の概要は下記の通りである｡

かんがい開発: 計画地区の開発ポテンシャルは約6,000ba と見積られている｡かん

がい用水源である小ルアハ河は雨期には十分な水量があり全面積かんがい可能である

が､乾期には水量が少なくなリ2,000ba 程度がかんがい可能であると推定される｡か

んがい施設整備には下記のものが含まれるであろう｡

-

小ルアハ河に3-5ケ所の取水堰の建設｡但し,地区最南端に位置するムレンゲ(

州1enge)放水頓については､近い将来建設される予定となっておI),これが建設さ

れた場合には利用可能となる｡

一茂有用水路及び付帯構造物の改修及び改良｡

一新規かんがい地区に対する用水路及び付帯構造物の新設｡

墜塵.盈過丞+塾生: 既存水路は用排兼用水路となっており､地区の排水はかんがい

用水として再利用された後に地区外に排出されている｡しかし､排水機能が不十分な

ため雨期には排水不良地区が多く見られる｡本計画においても水の有効利用のため用
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排兼用水路とするが､排水不良地区については排水路の新設をも考慮する｡洪水,(=つ

いては､故事を受ける部分は小ルアハ河沿岸の/)､面積に限られており､特に対策をと

うずる必要は無いと判断される｡

収穫後処理施設: かんがい施設の整備により安定的な雨期作が可能になると共に､

一部の地区については乾期作も可能となり,農業生産､特に米の生産が大嶋に増加す

る｡これらの農産物の貯蔵及び処理のため､倉庫,精米所等の収穫後処理施設の建設

を行う必要がある｡

農村インフラ: 州都イリンガと計画地区間､また地区内村落何の既存道路の改修及

ぴ拡充を行い､農産物の搬出及び農業資材の搬入を円滑にする｡また､ B NH即ち上

水道､電力供給施設等を整備し､地区住民の生活水準の向上を図る｡電力供給源とし

ては､小ルアハ河中流域での小水力発電が考えられている｡

営農計画: イリンガ州の農産物需要及び計画地域の土壌､気候導からみて､本計画

においては水稲作が主体となろう｡雨期作について降雨を最大限に利用し､辞助的に

かんがいを行い6,000ba全面積についての作付が可能となろう｡乾期作については小

ルアハ河の利用.可能丑が限-･定されるので､作付面積は2,000ha 程度にとどまるものと

見積られる｡それらのかんがい面積主体に水稲が作付されるものとすれば､年間20,0

00トン-30,000トンの米(籾)が生産されるものと予想される｡

4. 4 協力の展望

本計画地区はイリンガ州の最も乾燥した低地に位置しており､古くからかんがい農業が

行われた地区である｡しかし､極めて原始的な施設なためかんがい効率が低いこともあリ､

農業生産は低迷しており,食捜自給をも達成できない状況にある｡イT)ンガ州開発庁は､

食枚の増産及び自給達成､地区住民の生活水準の向上及び州全域のバランスある発展を図

るため､本計画の実施を無急かつ重要な政策として挙げている｡また､本計画の実施は､

同様な乾燥低平地開発のモデルとして貢献することも期待されている｡

イT)ンガ州阿発庁血本計画の東急性及び重要性に鑑み､ 1985年ヨーロッパ開発基金の協

力を得てフィジビリティ調査を実施している｡しかし､同調査は開発対象を極めて限定し

たものとなっている｡同開発庁としては再度詳細なフィジビリティ調査を行い､より捻合

的な農業農村開発計画を策定したい意向であリ､この実施のための日本政府の技術協力を
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切望している｡
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5. キリマンジャロ州､ミワレニ地区農村開発計画

5. 1 事業の背景

キリマンジャロ州は､タンザニテ北部のケニヤ国境沿いに位置しており､その面積は約

13,210km2 (タンザニア全土の釣1.4%)である｡州の南牧の内､ 2,820kn2(約21Ⅹ)が農

耕地､ 512叫2(4Ⅹ)が自然放牧地であり､残りの75芳は未利用のサバンナとなっている｡

気候的には､キリマンジャロ州は高地と低地に大きく区分される.高地は概ね標高1,000皿

以上の地域であり､降雨量は多くまた土地の白魚肥沃度も高い｡従って高地には人口が密

集しており､土地資源もその限界まで利用されている｡一方､標高l,000n以下の低地では

主に高温乾燥という厳しい気候のため､高地の過剰な人口を移すことを推進･しているもの

の､･農業開発はt事とんど進まない状現にある｡近年連続して発生した干ばっは,この様な

低地での農業にさらに大打撃を与えており､食糧の不足及び民生の不安定の主要因となっ

ている｡

このような状況に鑑み､タンザニア政府は1980年国際協力事業団(JICA)の技術協力を

得て､キリマンジャロ州の州都モシ市近郊の低地に広がるローアモシ地区での農業開発計

画を策定した｡この結果､下記の4計画が経済的にも技術的にも妥当であるとの結論に達

した｡

イ)ラウ川地区開発計画

ロ)ミワレニ地区開発計画

ハ)ヒモ州地区開発計画

ニ)地下水開発計画

2,300 ba

2,000 ha

1,000-ha

1,020 ha

上紀4計画のうちラウ州地区阿発計画は,最も健先度が高く海外経済協力基金(OECF)

の借款によI)1987年建設が完了し現在運営されている｡

ミワレニ地区開発計画はラウ川地区に次いで使先一度を持つ計画であリ､その実施が繋急

の殊題となっている｡しかし‾下記の理由によリ本計画においては開発面穣を特に緊急度の

高い西部地区の830ha に限ることとし､また､本計画で利用可能となる掩蔽用水の一部を

ラウ川に送り同地区の既存施設の有効利用を図ることとする｡

(イ)ミワレニ地区は近郊のミワレニ湧泉に水利権を有するにも拘らず潅淑施設の不
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備のため天水農業を余儀なくされている｡同地区西部の一部では水利権の率い

ラウ川よI)取水し潅淑に使用していたが､前述のラウ州地区阿発計画の完成に

よりその取水もー不可能となっている｡この様な状況のもとでミワレニ地区の農

業生産は極めて不安定であり､干ばっ時には深刻な食糧不足に陥っている｡同

地区の農業生産の増強,また民生の安定化のためにも本計画の早期実現が望ま

れている｡

(ロ)前述のラウ川地区開発計画の下でラウ川右岸に洪水防止墳が建設せれでいる｡

このため岡川の洪水は左岸に位置するミワレニ地区(特にそ′の西部)に集中す

る結果となっておI)､この洪水被害を防(･ためにも早急に洪水防止墳の建設を

含む本計画の実施を行う必要がある｡

(ハ)ラウ州地区阿発計画では雨期の潅概面積は2,300ha であるが､乾期は利用可飽

水急に制限され､潅洗面積は800ha と計画されている｡本計画が実施され予想

を上回る収量であった為､‾ その波及でラウ及びヌジョロ川上流部の計画地区外

農民が放水量を増加し,約400ha の水稲潅赦を行っている状況である｡このた

め計画地区内の乾期の掩蔽面積が計画の半分程度に抑えられている｡従って､

} 乾期における既存潅概施設の有効利用を困り､農業生産をさらに増大させるた

めには､ミワレニ地区において利用可能となる掩蔽用水の一部をラウ川地区に

供給することが効果的であると共に鐘済的に極めて有利である｡

5. 2 計画地区の概況

(1)位置及び地形

本計画地区はキリマンジャロ州の州都モシ市の甫東約15km,ローアモシ地区の中央に位

置する｡計画地区は行政的にはキサンゲサンゲニ村及びヤムマッカ村に属し､人口はおよ

そ6,000 人と推定される(1988年推定)
｡地区は西をラウ川に､甫を既存のNAFCO

水路に

囲まれている｡

計画地区は北西から甫東の方向ヘ凄やかに傾斜しており(勾配0.5-1.0%)
､壌高717.5

皿-730.0皿に位置する｡
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(2)気象

計画地区の気候は雨期(3月-5月)∴乾期(6月-10月),及び小雨期.(1 1月-

1月)と大きく 3つに分かれる｡年間の降水量は平均705皿皿であリ､その63%に当たる442

皿凪が雨期に集中している｡気温は16oC-33oCと一年を通じて高く平均で24oCである｡蒸発

量は5月に最低で3.Om皿/day､ 1月に最高で9.Om皿/dayであリ､年間合計で2,320mm である｡

(3)水文

本計画の権瓶用水はミサレニ地区の中央に位置するミワレニ漁泉を水源としている｡こ

の湊泉は年間を通じて一定の湧水量があリ′､ 9月に最低で3.71m3/s､ 5月に最高で4.65皿3

/sが湧出している｡

既存のNAFCO カヘ計画はミワレニ地区の南東約10加に位置し､現在ミワレニ洩泉を水源

として1,400ha の郷地を潅概している｡さらにFAO はこの湧泉を水源としてオT)ア村に海

漉用水を供給する計画を提唱している｡これらⅣAFCO 計画及びオT)ア計画の用水量を差し

引いてもミワレニ計画としては平均2.42mヨ/sの水が利用できる｡

ミワレニ地区は雨期にはほぼ毎年のようにラウ川やその他の/J､河川からの洪水の被害を

受けている｡これはこれらの河川は洪水流量を流下させるのに十分な河川容量がないから

である｡ラウ川の20年確率の洪水量は約270m3/s と推定されるのに対して､ラウ川の河川

容量は上流でおよそ100mュ/ら
､下流では僅か20-10mュ/sに過ぎない｡

(4) i:a

計画地区の土壌は､おおまかにモリツクダライソルとパーティヅクカンピソルの2つに

分けられる｡モリツクダライソルは主にラウ川左岸沿いの旧河床上に発達しており､計画

地区の青草分に分布している｡この土壌は表面に厚いモリック膚′を有し下層にやや薄い斑

紋膚を有する｡それらは一般に粘土､シルト質粘土の土佐であI)､かすかに塩分を含んで

いる｡これらの特徴を考慮すると,この土壌は稲作に適しているといえる｡

パーティヅクカンピソルは計画地区の北半分に分布しており､本来粘土性崩積土が扇状

地に厚く堆積して出来たものである｡この土壌は埴墳_土の土性であり､高い容水量を持つ｡

またpHが7.5-8.5と微かにアルカリ性を示す｡この土壌の主な特徴は,乾鰻時に強い収縮
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性を示し､広く深い亀裂を生じることである｡この土壌は掩蔽畑作に適している｡

(5)農業

計画地区の気候は､降雨が雨期に集中していることを除くと作物の成長にとっては比較

的おだやかといえる｡このためメイズ､米､豆,野菜､綿花等の多種の作物が栽培されて

いる｡メイズは本地区の食用作物として最も有力な作物である｡メイズの栽培面積はおよ

そ500ha と推定され,その内330ha は天水により栽培されておI)､残I)は神助的に韓淑が

施され栽培されている｡蒋作はこの地区には比較的新しい作物であり,韓蔽用水が不足し

ているためその栽培両税は僅かに30haのみである｡

本地区での農作業は-巌に家族労働力によって行われているが､最近耕起のみは主にト

ラクター･ハイヤー･サービス･センターから借用したトラクターによI)行われている｡

肥料や農薬はメイズ､綿花､野菜に若干使われているだけである｡.これらの作物の平均単

位収量は､メイズ(潅概) 1.76トン/ha,メイズ(天水) 0.92ト1//ha､蒋1.4トン/ha,豆0.43

”/ha である｡

(6)既存海洗施設

ミワレニ地区には2つの既存韓蔽施設がある｡これらの施設によI)ラウ川から水を引き､

釣160ha の土地に雨期の同村助的に掩蔽している｡これらの潅概施設娃特別な技術的援助

なしに農民が自らの手で遣ったものである｡従って､それらは非常に原始的で非髄率的な

ものであI)､水路は疎らに配置されているのみで､特別な取水施設も分水施設もない｡

5. 3 園発構想

(1)開発の目的

本計画の目的は､ (イ)潅蔽排水施設及び洪水防止墳を建設することにより､農業生産

を増大させると共に安定化すること､ (ロ)ラウ川地区へ潅軌用水の補給を行うことによ

I)既存施設及び押韻の有効利用を図ること､ (ハ)飲雑用水供給施設の建設により,農民

の生活環境を改良すると共に､畜産業の壌典を図ること､及び, (ニ)上記のことを行う

ことにより､農民の生活水準の向上及び民生の安定を図ることである｡
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(2)インフラ甜発

かんがい対象地区はミワレニ湧泉の西部に広がっておI)､面嶺は830ha (純面積)であ

る｡かんがI､用水は岡湧泉よリボンプ揚水され.用水路網により農地に供給される計画で

ある｡用水路鮪は,幹線用水路､支線用水路,三次用水路及び/J､用水路から成っており､

用水の有効利用の為幹線及び支線用水路はコンク1)-トライニングを施す予定である｡三

次用水路及び/)､用水路についてはエ事真の削減の為土水路として計画された｡幹線用水路

はポンプ吐出水槽よリー発し､かんがい地区北辺及び西辺部に配置されている｡この幹線用

水路より支線用水路及びラウ州地区への補給水蕗が分岐し､東端水路網へ配水される｡

排水路網は､幹線､支線､三次及び囲場排水路から構成されている｡幹線排水路は地区

内の自然河川を改修したものが主体であるが､支線以下の排水路はそれぞれ支線用水路,

三次用水路及び小用水路に対応して新規に建設される計画である｡地形上排水は全てミワ

レニ漁泉に流入するので､一部lま反復利用されることになる｡ 5. 2 く3)簡でも述べた

ように本地区は毎雨期ラウ川及び近隣の小河川からの洪水被害を受けており､これらの洪

水が地区内に流入するのを防(･ため洪水防止墳が必要である｡洪水防止堀は特にラウ川よ

りの洪水流入が予想される計画.地区東部の幹線用水路沿いに配置する計画とした｡

農道は農業資機樹の搬入及び農産物の搬出の為整備する必要があり､本計画においては

基幹農道､幹点農道及び支点農道の3雇類の農道建設が計画された｡基幹農道は計画地区

と地区北部を通過している国道とを結ぶもa)であり､上記農産物､農業資機材の搬出入用

のみならず､社会遁としての役割を果たすものである｡幹線農道は幹線用水路泊いに､ま

た支線農道は支線及び三次用水路沿いに配置される計画であり､これらの農道は用水路の

維持管理にも利用される｡

l

末端施設については､小用水路､圃場排水路及び農道が計画されている｡また,全面積

830haの内400haについては水田開場として造成される計画である｡農村インフラとしては

地区内の辞落に対する飲料水及び家畜に対する雑用水供給施設を整備する他､農産物､農

業賛機材の保管の為倉庫を建設する計画である｡同部落に対する配億施設は､ポンプ場へ

の乾亀浪より分岐し容易に設置できるが,電気料金支払いの同産もあり､本計画に含めず

必要に応じてタンザニア亀力公社により設置されるもa)tとした｡

計画された上菅己施設の概要をまとめると下記の通りである｡
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一速水機場; ポンプ ;横軸ボルートポンプ､ 40皿3/分 Ⅹ2台

モーター; 3相､ 230E甘 x 2台

吐出ロ ; 1,000mm x 1,85紬

-

潅耽用水路

幹線水路 ;延長6.5km､コンクリート水路

支線水路 ;延長6.2km､コンクリート水路

三次水路 ;延長30k皿,土水路

ラウ川地区への取り付けサイフォン;延長500n､ ¢80eJR乱

一 排水路

幹線排水路

支線排水路

三次排水路

一

点道

基幹道路

幹線農道

支線農道

一 洪水防止埴

墳高

延長

一 乗端施設

/J､用水路

囲碁排水路

水田師場造成

一

飲雑用水供給施設

一

事拝所

一

食庫

;延長0.8kn

;延長7.7km

.･延長30k皿

;砂利舗装､延長4.Ok皿

;無繍装,延長7.Okn

;無舗装､延長21.Okm

; 0.8-2.5m

; 5.7km

;延長36.Okm

;延長19.Ok瓜

; 400ba

;一式

;一式

; 2,000トン､一棟

～(3)営農計画

気候､土壌等の面においては､韓淑用水が確保されるならば本計画地区は多種の作物の

生育に適している｡しかしながら､経済性及び青葉を考慮し､本計簡においてlま水禰ニ期

搾を主体とし､ 400ha の地区に導入することとした｡大豆､落花生､ヒマワ1)等の油脂作

物は水稲に次1･主要作物であI)､ 120ha に作付する計画である.豆類及びトウモロコシは

主に自家消費として比較的/]､面積とした｡綿花は現在のジンナT)-の容量を考えた作付面
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積とした｡将来の作物毎の作付面積をまとめると下記の通りである｡

雨 期

(ba)

水 稀

沸庸作物

豆 類

トウモロコシ

綿 花

野 菜

合 計

400

120

100

100

90

20

旦旦旦

乾 期

(ba)

400

70

30

500

本計画実施後の上記作物の単位収量はラウ川地区での実鹿､ KADCでの就験結果等を考慮

し､下記の値になると予想される｡

水稲(一作当り)

油雁作物

豆 類

トウモロコシ

綿 花

6.Oton/ba

2.Oton/ha

I.Oton/ha

2.5ton/ba

1.5ton/ha

(4)事業便益

事業実施によI)本地区における作物生産は漸次増大し4-5年を鐘て目標値に達するもの

と想定される｡日頓に達した僚階の年生産高は下記の通りである｡

年生産高

水稲(雨期作)

水稲(韓期作)

トウモロコシ

油脂作物

豆 類

綿 花

(ton)

2,400

4,200 (註:ラウ州地区分も含む)

430

240

100

140
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上記の作物生産高の増加という直接便益のみならず,多くの間接便益も生ずる｡その主

なものは､ (イ)経済社会活動の活性化, (ロ)基本的生活環境の整備､ (ハ)食杜供給

の安定､及び､ (ニ)雇用機会の増大である｡

(5)概算事業費

1988年現在の物価水準に基づき本計画の概算事業費を算定すると下記の通りである｡

1.準備作業

2.揚水機巷及び配電線

3.沌就用水路(ラウ川地区への

サイフォンを含む

4.排水路

5.･洪水防止墳

6.末端水路及び陣場造成

7.飲雑用水供給施設

8.事務所及び倉庫

9.設計及びエ革監理費

10.予備乗

合 計

事 業 費

(1,000ロSS)

310

3,350

2,300

250

830

2,250

160

830

1,060

690

12,000

(15.6億円相当)

(6)組織及び管理

本計画の実施機関はキ])マンジャロ州開発庁(RDD )であるが､事業実施に当たっては

中央政府農業省の協力を得ることが予定されている｡工事終了後は施設はモシ郡当局に移

管され,その管帝下で設立される管理事務所によリ運営される予定である｡運営に当たっ

ては,計画地区内に位置するミワレニ農事就験場及びラウ州地区のキリマンジャロ農業開

発センター(EADC)の技術協力を得ることとなろう｡
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5. 4 協力ヘの展望

キ])マンジャロ州開発庁は､ 1)ミワレニ地区の開発が1980年に実施されたフィジビリ

ティ調査によI)経済的,技術的に妥当であることが確認されていること､ 2)同地区の農

業生産が干ばつ及び洪水により極めて不安定な状況にあること,及び, 3)同地区の利用

可飽水の一部を鹿阿発のラウ川地区に送ることによI)農業生産を飛確約に増加させ得るこ

と等の背景により､早急にミワレニ地区農村開発を実施したい意向である｡

ミワレニ地区農村脚発計画は､_ 日本政府が取I)上げた使先開発計画であるt)-ア･モシ

農業開発計画の一部であり､同計画の実施はキリマンジャロ州の鐘済発展に重要な位置を

占めると共に､住民の民生の安定に大きく貢献するものと期待されており､日本政府の無

償資金協力秦件として早急に実施されることが望まれる｡
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付属資料-1

TENTATIVE TERMS OF REFERE如cE

FOR

FEASⅡimrTY S̀TUDY

ON

KWLA PLAIN AGRICULTmL DEVELOPMENT PROJECT

IN

MBEYA REGION

ProjectTide

Executing Agency

Proposed Source of
As sistance

Kyela Plain AgriculturalDevelopment Project

RegionalDevelopment Direc(orate,

Mbeya Region,
Govemment of uli[ed Reptlblic of TaJIZania

Government of Japan

1. BACKGROUND

Agricultu托is a main stay of the Tanzanian ecbnomy.
It produces about 50% of GDP,

employs about 80% of work force and provides a major source Of export earnings. Since its

independence in 1961, Tanzania has made considerable efforts to increase agricultural

productioninthe coun打y. However, like many other developirlg countries, Tanzania stillfaces

great difficulties in increaslng a food supply and main(alnlng it from its own resources

sufficient foranexpanding population.

Mbeya Region, being located in the southern highlands of the country, 1S One Of a fTew

iTood suzplus regions, but further agricultural developments in the Regionare essentialnot only
fTorthe economic developmen( of the Regior)but also for attalnlng Self-sufficiencyinfoodstuffs

inthe country as a whole. 1n this view, the Regional Development Directorate of Mbeya

Region launched anintegrated agricultural development program inthe Region, selectlngfive

pnorltyareaS for development, namely Mbezi East, Mbeya Central, Ilejesouth & RurLgWe

West, Rungwe South & Kyela North, and Kyela South.

The proposed Projectis located inthe Kyela South area, one of the said prionty areas.

Blessedwithfertile soils and aburldarltrain血Il,thearea has loTlg been oTle Of由e lice pldロCiLlg

areas in Tanzania. However,the‾area has been hit byfloodsalmost every year, serious

damages being innicted on crops and village facilities. The Project aims to increase and

stabilize the agricultu招1 produc(ion (hroughintroductionof irrigation as well as flood control

and drainage improvements. The
objectivesof

the fh'ojectwill also include impro寸ements of

ruralinfrastructures in order tomise the living standard of inhabitarltS and to stabilizethe public

welfareinthearea.
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In 1982, a preliminary Study onthe Projectwas conducted by a FAO expert. Sincethe

study was superficialand concentrated on the limited objectives,a detailed and comprehensive

feasibilitystudy is requiredinorder to prepare a concrete development plan of the Project.

2. OBJECTIW OF THE STUDY

The objectiveof the Study is to fomlulate an optimum Plan for agriculturalandrural

developments inthe Kenya plain, placirlg emphasis on drainage improvementsand irrigadon of

the plain. Due attention should be paid to the seasonal Roods of fourrivers, whichwill need to

be regulatedthroughthe provision of noo° dikes along therivers ar)d/orstorage dams onthe

uPStream･

3. SCOPE OF TIiE STUDY

The scope of the proposed feasibility study (hereinafterreferred to as ”theStudy'.)will
be as fわllows:

(1) TheStudywi11cover:

a. Drainage improvements and flood control, including the provision Qf drains,

flood dikes and/or storage dams.

b･ hTigation develop血ent, covenng a rletarea Ofabout 12,600 hainthe Kyela plain.

c. Rural development, including the provision or improvements of post-harvest

facilities, village-link roads, andrural waterand electrlClty Supply systems.

(2) The Study will be broadly divided into the fbllowingthree (3) stages:

a. Work-Ⅰ

b. Work-Ⅲ

C.

Preparation of topographic maps at a scale of 1/5,000, covering

whole (he poteJltialinigationarea inthe Kyela plain

Data collection, review of previous studies conducted bythe

Tanzanian Government, execution of field
sprveys and

irlVeS(lgatiozIS, arld fTormulation of basic developmeLl( PlaLIS

Work-In : Analysis of the results of field surveys and investigations, further

study on development planand preparation of a feasibility study

rePOrt
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(3) The following activities will be required irleach work stage:

a. Work-I

- Topographic suzvey and preparation of topographic a)aps at a scale of I/5,000

for the whole potentialirrigation area in the Kyela plain･

b. Work-Ⅱ

- Datacollection andreview

i)

五)

iii)

iv)

Ⅴ)

vi)

vii)

viii)

ix)

x)

xi)

Meteorology and hy血ology

Geology and hydro- geology

Soil and land use

Derr10BraPhic conditior)

Agriculture and livestock

Land holding and (enure

A gro-∝onomy

lnfrastructures

Marketing and prices

Agro-industries

Existlng reports and designs

Additional field investlga(ioJI S

i) Hydrological observations (discharge, sediment,floods and water

levels of the Lake Nyasa)

ii) Topographic survey a( major structure sites

iB) Geologicalsurvey for rr)ajorstructure sites, including core drilling

iv) Hydro-geological survey, includirlg electrical prospec【ing and

pumPlng tests

v)
Inver)tory survey for exis血g imigation ar)d drainage facilides andrural
infra struc lures

vi)

vii)

viii)

ix)

Soil arid land use survey

AgricuJ!ure and agro-ecor)omic survey

Environmentalsurvey

Construction material survey
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Formulation of basic development plans

i)

並)

iii)

iv)

v)

Delineation of the project area

FormulatiorL Of preliminary plan for drainage improvements and nod

cozltrOI

Formulatiorl Of prelimirlary Plan for imgation and agricultural

deve Zopmer) t

Formulation of preliminary planforrural developrrlent

Preliminary s(udy on inlPlernentation schedule

c. Work-ⅠⅡ

- Preparation of land use plaTl

- FormuJatioL7 Ofdmz'nage lTT)PrOVleZ7]eLltSand flood coL2Zz101plan

- Fomulation of irrigation and agricultural development plan

- Formulation of nlral development plan

- Layout aTld desigTI Of major faci一ities

- Preparatior1 0f implemen(ation schedule

- CostestiTT)ate

- Projectevaluation
- Preparation ofa feasibility report

(4) The followingforeign experts will be required
for the execudon of the Study:

a.

b.

C.

也.

e.

ど.

g･

h.

i.

j.

良

l.

Team Leader

血igation Engineer

RiverDrairlage Engineer

Dam Engineer

Hydrologi s t

Geol
ogist旧ydro-geol ogist

Soil MechanicalEr)gineer

RuralDevelopmer)t Expert

Pedologist

Agronomist

Agro-economisVInsdtutional Expert

Environm en talis I

The reqt)ired manpower lnPutwill be about 60 man-months in total･ The Study win be

completedwithin 14 months after commencement.
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(5) Thefo1lowlng rePOrtSwill be prepared in the course of the Study:

a

b

C

d

Inception Report

lnterim Report

Draft Final Report

Final Report

within one mTonthafter commencement

within eight months after connTlenCemen(

within 14 mon血s a洗er commencement

within ol-e mOnthafter recelVlng COmmentS Onthe Draft

Final Report

A-5



WORK SCHEDULE FOR FEASIBIuTY STUDY ON AGRICULTURE Am

RURAL DEVJ:LOPMENT PROJECTS IN THE KYELA PLAN IN MBEYA REGION

>
I

の

ITEMS
MONTH

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 13 14 15 16

WORK-Ⅰ:Pret)arationofTopographicMaps

WORK-Ⅱ:DataConection&Review

Additionallnvestigations

FormulationofBasic

DevelopmentPlans

WORK-Ⅱl:Analysis&Study

FormulationofDevelopmentPlans

REPORTS

ICR
1

IR
I

A
FR

Note: ICR: Inception Report, IR: Interim Repor(, DFR: Draft FinalRepor(, FR: Final Report



付属資料-2

TENTATIVE TERMS OF REFERENCE

FOR

FEASIBmITY I
.

STUDY

ON

PAWAGA AREA AGRICULTURAL DEVELOPMENT PROJECT

IN

IRINGA REGION

ftojectTitle

Ex∝u血g Agency

Proposed Source of
As sistance

Pawaga Area Agritul rural Developmezlt ftoject

RegionalDevelopment Directorate,

Iringa Region,
Governmen( of United Republic of Tanzamia

Govemment oりapan

1. BACKGROUND

hinga Region is distinctly separated into twoareas, namely the highland andthe
lowland･ Blessed withabundant rainfall and fertile soils,the highland has been considerably
developed for agriculture, makir)g the Region one of a few food surplus reglOnS in Tanzania.

Onthe other hand, the lowland, which extends mos(ly on the northernand northwestem part of

the Region withan altitude of less than 1,100 m, is characterized by hot and dry climate, and

agriculturaldevelopment there has hardly progressed due to such unfavourable climate.

血order to irlCreaSe ar)d stabilize agncultural production ill the lowland, several

traditional imigation schemes were established by farmers themselves, u山izing waters of rivers

or streams･ However,these schemes were improperly planned, and related structures were

incorrectly designed and construe(ed, resulting ln extremely low imgation efficiency and

limited irrigationareas. Accordingly, the agricultural production in thesearea stillremains to be

farbelow the food self-suffTICiency level.

With aview to stabilizihg the public welfare in the lowland and to coplng Withthe

national policy for food increase, the Regional Development Directorate of Iringa Region

envisaged the rehabilitation and improvement
of the existlng traditional schemes and the

provision ofrural infrastructures, and took up the rehabilitation and improvement of the

Pawaga &ojec(- as the mos【血porfa･1f and urgeLl( WOrks under its RegioLlal Developz71eLlt

Program.
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2. OBJEm OF T【壬E STUDY

The objective of the Study is [o forrnula[e an optimum agriculturaland rural

development plan for the Pawagaarea, placing emphasis on rehabilitation and improvements of
irrigation facilides and provision ofruralin&astructLlreS･

3. SCOPE OF TEE STUDY

¶1e SCOpeOf the proposed feasibility study (hereinafterreferred tq as ”the Study”)will

be as follows:

(l) The Studywill cover:

a. hTigation development for a net area of about 6,000 ha, including provision of

intake weirs onthe Little Ruaha River and rehabilitation and improvements of

existing facilities.

b. Ruraldevelop皿en(, iJICludiJlg Provision of rural water & electricity supply,

improvernents of vnlage roads, and construction of post-harvest facnities･

(2) The Studywill be dividedinto the following three (3) stages'･

a. Work-1
.･ Preparation of topographic znaps at a scale of 1/5,000, cove血g

whole of the potential irrigationarea

b. Wbrk-Ⅱ

C.

Data collection, review of previous studies, execution of field

surveys aLld inves【1gatioDS, andfomlulatiot1 0f basic development

plarlS

Work-ⅠⅡ : Analysis of the results of field surveys and investlgations,further

srudy on deve】opmeLlt Plans and preparation of a feasibility study

rePOrt

(3) Thefollowing activides will be required in each work stage:

a. Work-Ⅰ

- Topographic survey and preparation of topographic maps at a scale of 1/5,000

forthe whole potential imgation area in the Pawagaarea･
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b. Work-1Ⅰ

- Data collection andreview

i)

鼓)

iii)

iv)

v)

vi)

vii)

viii)

ix)

x)

xi)

Meteorology and hydrology

Geology and hydro-geology

Soil and land use

Demographic condition

Agriculture and livestock

Land holding and tenure

A gro-econ omy

ln Era structtlre S

Marketing and prices

Agro-industries

Existing reports and designs

Additional field investlgations

i) Hydrologicalobservations (discharge,sediment and flo∝ls)

並) Topographic survey at weir sites and other major structure sites

iii) Geological survey for weir si(es and other major structure sites,

includir)g core drilling

iv) Hydro-geological survey, including electrical prospectlng and

pumplllg tests

v) Inventory survey fTorexisting irrigation and drainage facilitiesandrural

infrastructures

vi)

vii)

viii)

ix)

Soil and land use suⅣey

Agriculture and agro-economic survey

Environmen tat survey

Construcdon material stlⅣey

Fαmulation of basic development plans

i)

ii)

iii)

iv)

v)

Delineation of the project area

Formulation of preliminary plan允)r imigation development

Formulation of prelimlnary Plan fわragriculturaldevelopment

Formulation of preliminary Plan forrural development-

Preliminary s(udy on implementation schedule
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(4)

c. Work-ⅠⅠⅠ

- Preparation of land use plan

- Formuladon of agrlCultural development plan

- Formulation of inigation development plan

- Formulation of rural developnlent Plan

- Layot)I and design of major
facilities

- Preparation of implementation schedule

- Costestimate

-

ProjectevaiuatioTl
- P陀Paration ofa feasibilityreport

Tbeぬ11owing foreigrl eXPer【Swill be required for the execution of the Study:

a.

b.

C.

d.

e.

∫.

g･

也.

i.

j.

TeamLeader

lrrigatipnn)rainageEr)gineer (Planning)

hgation/Drainage Engineer (Design)

By血ologl St

GeologisVHydro- geologist
Soil Mechanical Engineer

RuralDevelopment Expert

Pedol ogl S t

Agronomis I

Agro-economisVIn sti(u【ional Expert

The required manpower lnPutwi1I be about 50 man-months in total･ The Study will be

completedwithin 12 months after commencement･

(5) Thefo11owlngrePOrtS Will beprepared in the course of the Study :

a

b

C

d

Inception Report

Interim Repor(

Draft Final Report

Final Report

within one month after commencement

within seven months after commencement

within 12 months after commencement

within one month after recelVlng comments On the Draft

Final Report
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WORK SCHEDULE FOR FEASIBIuTY STUDY ON THE PAWAGA AREA

AGRICULTURAL DEVELOPMENT PROJECT IN IRNGA REGION

>
l

■一

■･▲

mMS

MONTH

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 13 14

WORK-i:PreparationofTopographicMaps

WORK-TL'.DataCo11ection&Review

Addi‡ionalLrlVeSt】ga‡jons

Formulatiol10fBasic

DevelopmelltPlans

WORK-ⅠⅡ･'Ar)alysis&Study

FormulationofDeveloprr)en(Plans

■′.蛋

REPORTS

lCR
I

lR
J

DFR
A

△
FR

Note: ICR: hception Repor(, IR: Interim Report, DFR: Draft Final Report, FR: Final Report



付属資料-3

調査 団 農 略歴

I.遠矢 勇作

昭和16年12月11日生

昭和39年3月

昭和39年4月

昭和49年12月

昭和51年3月

唱和55年3月

昭和56年8月

昭和59年1月

昭和62年6月

平成1年7月

昭和49年11月

昭和51年2月

昭和55年2月

昭和56年7月

昭和58年12月

昭和62年5月

平成1年6月

現在

主な海外業務実続

案件名

自ボルタ多目的計画

タゴン農業開発計画

タゴン農業師弟計画

メスケネ海統計画

ナラ■ヤニ潅概計画

ガサバ･八○紬外〃-ム計画

カンカン農業開発計画

ガサバ･ ^'イロワト〃-ム拡充計画

ローア･モシ農業開発計画

ローア･モシ農業開発計画

首都郊外農業開発計画

九州大学農学部農業工学科卒

日本工営(株)農業部

日本工営(樵)カトマンズ事務所(ネパール)

日本工営(樵)農業水利部 級長

日本工営(株)スーダン事務所 所長

日本工営(樵)第二農業水利部 次長

日本工営(樵)キサマt/.J'ヤロ事務所(タンザニア)所長

日本工営(樵)第二農業水利幹 部長

日木工営(樵)農業水利郡 部長

A

ガーナ

ラオス

ラオス

シリア

ネパール

スーダン

ギニア

スーダン

タンザニア

タンザニア

ラオス

従事期間

S.40.5 - 42.9

S.43.1 -

44.9

S.44.10- 45.9

S.48.ll- 48.12

S.49.1 - 51.3

S.52.5 - 53.7

S.54.9 - 55.2

S.55.3 - 57.2

S.57.5 - 58.4

S.58.10- 62.6

S.63.7 - H.1.3

担当業務

韓概排水計画

海淑排水計画

潅概排水設計

海況排水設計

潅概排水設計

設計･施工監理

潅概排水計画

総括

捻括

捻括

捻括
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2.江頭 信一

昭和34年3月1日生

昭和56年3月

昭和56年4月 一

昭和59年1月 一

昭和61年5月 一

昭和61年7月 一

昭和63年2月 一

昭和63年4月 一

平成1年7月
-

主な海外業務実凍

昭和58年12月

昭和61年4月

昭和61年6月

昭和63年1月

昭和63年3月

平成1年6月

現在

案件名

ローア･モシ農業押発計画

ローア･モシ農業開発計画

スンサT)モラン潅淑計画

九州大学農学部農業工学科卒

日本工営(樵)農業水利部

日本工営(樵)キリマンジャロ事務所(タンザニア)

日本工営(樵)第一農業水利部

日.木工営(樵)カトマンズ事務所(ネパール)

日本工営(樵)芳一農業水利部

日本工営(樵)農業事業部業務推進室

日本工営(株)農業開発事業部

対象国

タンザニア

タンザニア

ネパール

従事期間

S.57.8 - 58.3

S.59.1 - 61.5

S.61.7 - 63.1

担当業務

海汲排水設計

設計･施工監理

潅概排水設計
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付属資料-4

調査行程表

旦_壁

1

1 0

1 1

i 2

1 3

1 4

1 5

1 6

1 7

1 8

1 9

月 日

6月 2 日(金)

3 日(土)

4 日(日)

5 日(月)

起点･経由地

東京

アム入手ふタ●ム

6 日(火) タ●hエスサラーム

7 日(求)

8日(木) イl)ンが

9日(金)

1 0日(土) ムヘ'ァ

1 1日(日)

1 2日(月) タ●hエスサラーム

1 3 日

1 4 日

1 5 日

1 6 日

1 7 日

1 8 日

1 9 日

2 0 日

く火) モシ

(永) 帥ーけク●

(木) モシ

(金)

(土)

(日) タ●hエスサラーム

(刀) 'アムス印タ●ム

(火)

目的地･滞在地

アムスチルタ●ム

犠中泊

タ●hエスサラーム

タ●ルエスサラーム

JT)シカ●

イ7)ンが

ムヘ●ァ

ムヘ●ァ

タ●hエスサラーム

タ●bエスサラーム

モシ

ヌト●サリ●

モIJ

タ●Aエスサラーム

タ'ルエスサラーム

タ●hエスサラーム

機中泊

機中泊

東京

A-14

出発

活動

タンサ●ニア著

大使館､ JICA事務所､農業畜産
鞄発省等訪問

移動

イリンガ州開発庁新開､
現地調査()くワガ地区)

移動､ムベヤ州紺発庁静間

現地静査(キエラ地区)

移動

休日

移動

キリマンジャロ州開発庁訪問､
現地調査(ミワレニ地区)

現地調査

移動

大使館､ JICA事務所､大統領府
計画妻員会等へ調査報告

資料収集･整理

タンサ●ニア発

帰国



付属資料- 5

面 会 者 リ ス

1. The Planning Commition

Mr. 氏. Mhagama Deputy Principal Secretary

2. Millistry of Agriculture and Livestock Development

Mr. ∫. Makwetta

3. Ministry of Finance

Mr. P.∫.Mbena

4. Iringa Region

Dr. John S. Malecela

Mr. Julius ”.”. Matiko

帥r. Magayani

Mr. E.A. Millanga

5. Mbeya Region

Mr. Nalaila Riula

Dr. B.U. Mwansasu

Mr. Lugome

Mr.■ M.”. Senga

Mr. R.J.”. Temu

Mr. M.H. Ndimbo

6. KilimanJ'aro Region

Mr. Semaiko

Mr. C.P.A Nyangala

Mr. C.a.Llyado

若林 守喜

Minister

External Finance Division

Regional Commissioner

Regional Development Director

Planning Officer, Iringa Region

Irrigation Officer, Iring冬 Region

Regional Commissioner

Regional Development Director

Regional Planning Officer

Regional lrrigation Officer

Zonal Irrigation Officer

District Agriculture Officer, Kyela District

Regional Development Director _

Project Manager,姓ili爪anjaro Agricultural

Development Project

Field Officer, Miwaleni Agric. Sub-station

JICA専門家､キリマシシp叩農業開発計画所長
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7. 日本大使館

金子 正彦

8. ∫ I C A事務所

本村 洋

9. FAO/UNDP

州r. Chap皿an

一等書‾記官

所員

FÅo/UNDP Representative
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付属資料-6

収集 資料 リ ス

1. 1988 PopulatioLI CeLISuS.･ Preliminary Report

2. The Five Year伽ion Develop7Aent Plan 1988/89
-

1992/93
(unofficial translation from Swahili versiorL)

3. Pawaga irrigation Project, Feasibility Study Report

4. Note on Flood Protection, Irrigation and Drainage in the Lake Nyasa and Lake

Rukwa Areas of Mbeya Region

5. Topographic恥ps for the Ryela Plain, 1/50,000
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付属資料-7

現地写真集
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キ エ ラ 地】亘

勺.iモ

･l:吋

醍ll

7:

A-t9

キエラ平原全点

幹線道路とキエラ村

計画地区に広がる
水田
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ムバカ川

地区内の木に洩る
洪水痕

企画部
長方形



ノミ ワ ガ 地 区

.I
I/誓

声≡:±

才 一

′

′

(j

:”,;

こ才T--

パワガ村を流れる
リトル･ルアハ川

同上

パワガ村
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地区内の既存水路

地区内の既存水田

TIIi
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ミ ワ レ = 地1メ;

一､iJJ:I=ナ_ニー

ヽレ.

L領一･''

A-23

水源となる ミワレニ

スプリング

開発予定地

盛事試験場ミワレニ
支所内のブドウ畑
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